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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問（情）第 195号） 

 

第１ 審査会の結論 

広島県知事（以下「実施機関」という。）が，本件異議申立ての対象となっ

た行政文書部分開示決定において，橋に対する砂防設備占用許可の起案文書中

の許可書案文（平成 15 年４月１日付け指令東広建竹第 439 号ほか 14 件にかか

るもの）を対象文書として特定したことは妥当である。 

 

第２ 異議申立てに至る経過 

１ 開示の請求 

異議申立人は，平成 17 年 11 月 20 日付けで，広島県情報公開条例（平成 13

年広島県条例第５号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関

に対し，東広島地域事務所建設局竹原支局管内の対象となる河川に架かる橋の

全てについて，広島県砂防指定地管理条例（平成 14 年条例第 47 号。以下「管

理条例」という。）に基づく砂防設備の平成 15 年度以降の占用料を徴収した又

は徴収することとなっていることを明らかにする行政文書の開示の請求（以下

「本件請求」という。）をした。 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は本件請求に対し，橋に対する砂防設備占用許可の起案文書中の許

可書案文（平成 15 年４月１日付け指令東広建竹第 439 号ほか 14 件に係るも

の）（以下「本件対象文書」という。）を特定の上，行政文書部分開示決定

（以下「本件処分」という。）を行い，平成 17 年 12 月６日付けで異議申立人

に通知した。 

 

３ 異議申立て 

異議申立人は，本件処分を不服として，平成 17 年 12 月 18 日付けで，行政不

服審査法（昭和 37 年法律第 160 号。平成 26 年法律第 68 号による改正前のも

の）第６条の規定により，実施機関に対し異議申立てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件処分を取り消し，本件請求の対象としなかった文書を開示するよう求め

る。 

 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が，異議申立書で主張している異議申立ての理由は，おおむね次

のとおりである。 

本件請求の対象としたのは，実施機関が，広島県情報公開・個人情報保護審

査会への提出公文書として作成した「理由説明書」に明記した説明内容（「上

記占用料については，該当案件ごとの個別データは存在するが，異議申立人か

ら請求のあった『河川名称ごとに該当する橋の数と占用料の合計額』を記載し

た行政文書は，作成していない。」）に係る事実関係を記録した行政文書であ

る。 
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しかし，実施機関は，その絶大な裁量権を乱用し，開示すべき行政文書を次

のとおり隠匿しているものと考えられる。 

実施機関は，本件処分に係る通知書の行政文書の件名を「橋に対する砂防設

備占用許可の起案文書中の許可書案文平成 15 年度以降」と勝手に内容を変更し，

砂防設備を不法占用している橋については，これを本件請求の対象から故意に

削除するという裁量権を乱用している。 

これは，本件請求で対象とした不法占用している橋に対して，管理条例に基

づいて本来徴収すべき占用料の金額を明らかにしている行政文書を隠匿しよう

と画策したものであり，かつ，その隠匿したことについても，行政文書不存在

通知書ではなく，行政文書部分開示通知書とする方法により正当化しようと故

意に仮装したものである。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が，理由説明書で主張する本件処分を行った理由は，おおむね次の

とおりである。 

砂防設備の占用料（以下単に「占用料」という。）は，管理条例第 12 条で，

同条例第４条第１項の占用許可（以下単に「占用許可」という。）を受けた者

から徴収するとされており，占用料を徴収した又は徴収することとなっている

者は，占用許可を受けた者ということになる。 

管理条例は，平成 15 年４月１日から施行されているため，本件請求の対象と

なる行政文書は，平成 15年度以降の行政文書と考えられる。 

また，占用料の徴収は，占用許可が条件であることから，本件処分に係る部

分開示決定通知書の行政文書の件名を「橋に対する砂防設備占用許可の起案文

書中の許可書案文 平成 15年度以降」とした。 

なお，本件対象文書には個人の住所及び氏名が記載されており，これらの情

報は，条例第 10条第２号の不開示情報に該当すると判断し，不開示とした。 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 本件異議申立てについて 

異議申立人は，本件処分について，不法占用している橋に関する文書を隠匿

している旨主張していることから，以下，実施機関が本件請求の対象となる文

書として本件対象文書を特定したことの妥当性について検討する。 

 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

管理条例には，「砂防設備を占用しようとする者は，知事の許可を受けなけ

ればならない。」（第４条第１項），「県は，第４条第１項の許可（中略）を

受けた者から，占用料を徴収する。」（第 12条）と規定されている。 

異議申立人のいう「不法占用している橋」とは，本件請求が占用料に係る請

求であることからすると，占用許可が行われていない橋を指しているものと認

められるが，実施機関が，占用許可を行っていない橋に対して占用料を徴収す

ることは，管理条例の規定からすると不可能であり，通常はあり得ないと考え

られる。 

そして，本件請求にいう「占用料を徴収した又は徴収することとなっている

ことを明らかにする行政文書」とは，占用許可の結果として実施機関が決定し
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た占用料の徴収について，その決定内容が分かる文書と解するべきである。 

当審査会において本件対象文書を見分したところ，実施機関が占用許可を行

うに当たって作成した許可書の案文に，占用許可の対象となる河川名や占用場

所等のほか，占用料の料金が記載されているから，本件対象文書は，本件請求

の趣旨に沿ったものと認められる。 

以上のことから，実施機関が，本件請求に対して本件対象文書を特定し，本

件処分を行ったことは妥当である。 

 

３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左右

するものではない。 

  

４ 結論 

   よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

   当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
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別 記 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

平成 18年２月 13日 ・諮問を受けた。 

令和元年 10月４日 ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。 

令和２年１月 30日 ・実施機関から理由説明書を収受した。 

令和２年２月４日 
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。 

・異議申立人に意見書の提出を要求した。 

令和２年９月18日 

(令和２年度第５回第２部会) 
・諮問の審議を行った。 

令和２年10月30日 

(令和２年度第６回第２部会) 
・諮問の審議を行った。 
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